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1は じめに
現在の情報化社会において、人間の知的活動か ら生み出された情報(図
書)を 利用者 に提供す る図書館の役割 は大きい。 これによ り、利用者の知
的活動 を 「支援」するのである。その意味において、図書館は人間の知的
活動に関す る情報発信基地 であ ると同時 に、そのためのサポー ト・セ ン
ター として位置づけ られることになる。
従来、図書館の役割に対す る認識は、多 くの場合 、「図書の管理」 と、図
書館 とい う空間の快適性を保つための 「利用者の管理」に置かれてきたよ
うに思われ る。そのため、図書と利用者をモニターするとい う意識が強 く、
その よ うな管理の意識 が図書館 内の人的資源(従 業員)に 対 して も向けら
れて きたのではないか と考えられ る。管理の重要性は、今更述べるまでも
ないが、それだけでは不十分である。それは、管理のみな らず、主体的に
行動す る人間を 「支援」することも必要であるとい うことを意味す る。
そ こで本稿では、支援基礎論研 究会1に よる 「支援学」の研究1)、 組織
傘やました・ひろし/商学部教授/情 報管理論
1筆者が属するこの 「支援基礎論研究会」は、経営学,経 営工学,認 知科学,情 報工学,
人間工学,工 業意匠学,政 治学等、さまざまな分野の研究者が参加し、さまざまな角度から
「支援」に関する研究を行っている。本学では、この研究会のメンバーによる総合講座 「支
援学への招待」を、2000年度から2年間開設している。
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活性化に関する高橋2)お よび筆者3)の 研究、情報活性化に関する筆者 ら
の研究4)、組織における学習の二面性に関する筆者らの研究5)を ふまえた
上で、組織における管理と支援の範囲を図書館の利用者に拡張することに
より、新たに 「図書館における二段階の管理 一支援モデル」を提案する。
このモデルは、図書館において管理者(支 援者)が 実務担当者を管理,支
援 し、その実務担当者が利用者を管理,支 援するという二段階の管理と支
援を表現してお り、実務担当者に対する管理が利用者に対する管理の意識
を生みやすく、同様に前者への支援が後者への支援をもたらすことを示唆
するものである。
さらに、提案モデルの枠組みにしたがって、図書館における両者(実 務
担当者 と利用者)へ の支援 と組織活性化 との関係について検討 し、二段階
の支援が図書館の活性化をもたらす要因となること、およびその過程にお
いてIT(情 報技術)の 役割が大きいことを指摘する。
2組 織における人的資源の位置づけ
組織 において、限 られた経営 資源 をいかに活用す るか は重要 な課題で
ある。従来、経営資源の要素は人(Man),金(Money),物(Material)
の3Mと されてきたが、近年の情報化の進展に ともないこれ らの3要 素に
情報(漁)㎜ation)を 加えて3M+1の4要 素 と考 えられ るようになった。
このよ うに、経営資源に対する考え方が変ってきている中で、3Mの 時代
においても3M+1の 時代 においても、「最も重要な資源 は人的資源である」
とい う位置づけは変っていないように思われ る。いいかえれば、経営組織
におけるプライム ・リソースは人的資源 である6)と い う位置づ けである。
それ は、組織にお ける行動の主体が人間であることに基礎 を置いてい る。
さらに、人的資源のみ が他の経営資源(金,物,情 報)を 活用することが
で きる点で これ らの上位に位置す るためである。 また、組織における創造
的活動 の源泉が人間にあることも重要な視点 となる。
そこで、人的資源を他の経営資源 よりも上位に位置づ ける際には、人的
資源の 「主体的行動」,「創造的活動」が前提 となる。す なわち、管理者
か らの指示や命令があっては じめて行動す るのではなく、 自分で問題を見
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っけ、自分で解決することが要求 され るのである(筆 者7)は 、JITシ ステ
ムにおける機械 の 「自働化」の概念 を人間にも拡張 して、 これ を 「(人間
の)自 働化」 と呼んでいる)。 特に、現在のよ うに環境の変化が激 しい状
況では、頻 繁に発生す る予期せぬ問題 に対 して組織 のメンバ ーがア ジル
(機敏;迅 速かつ柔軟)に 対応す ることが大切である。それ と同時に、メ
ンバーのたえまない学習を通 して、一般に見逃 されやすい 「問題 と解の柔
らかい結合」(loosecoupling)を 注意深 く観察 し、それにアジルに対応す
ることができるよ うに自らを組織 してお く必要がある8)。 このよ うな組織
が 「柔 らかい組織 」(looselycoupledsystem)9)な のである。
筆者10)は 、上記の 「問題 と解の柔 らかい結合」に注 目して、組織 におけ
るメンバーの 「問題 探索エネル ギー」の重要性を指摘 している。同様 に田
中11)は 、環境 の変化 が激 しい現在 の組織 においてあ らか じめ問題がはっ
き りしてい ることは少なく、いかに して論理必然的な解 を導出するかよ り
も、解決すべき問題の探索がメンバーの活動の主たる過程であると考えら
れ るとしている。
図書館においても、情報化,国 際化,高 学歴化等の環境 の変化 による影
響は大 きく、これ らに対 していかに迅速かつ柔軟に対応 してい くかが求め
られている。特 に、図書館 における情報化 の進展はめざましく、図書情報
の電子化,マ ルチメディアを活用 したコンテ ンツ整備,イ ンターネ ッ トを
活用 した利用者サー ビス等、IT(情 報技術)を 活用 したサー ビスへの注 目
が高まっている。その際の行動の主体が人的資源であることはい うまでも
ないが、それには図書館員 が受け身のスタンスではなく、IT(情 報技術)
を活用 しながら能動的に利用者のサー ビスを展開 してい くことが大切であ
る。本稿 では4節 において、この よ うな立場か ら、筆者 ら12)が 提唱 して
いる 「職 場内コンピューテ ィング(OJC;OntheJobComputing)」の
概念に基づ き、組織 と情報 の活性化 について論 じることにす る。
3組 織におけるメンバーの学習と活性化の関係
日本人は 「活性化」 とい う言葉 を好んで使 う傾向があり2)、例 えば、企
業では 「職場の活性化」,「改善提案活動の活性化」,rQCサ ー クルの活性
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化」等、大学では 「授業の活性化」,「ゼ ミの活性化」,「クラブ ・同好会の
活性化」等 を頻繁 に耳にす る。そのため、企業においても 「組織活性化」
に対する関心が高 く、このテーマに関す るセ ミナーがいたるところで開か
れ てい る。 しか し、い ざ 「組織活性化 とは何か?」 とい うとそれ はあいま
いな概念であ り、組織開発 の分野で 日本にある考え方や技法な どをすべて
包括 しているといわれ る13)。
これに対 して、高橋14)はBarnardの 組織成立の必要十分条件15)を 基礎
に して、組織の活性化 された状態(activatedstate)を 組織のメンバーが、
1)相 互に意思を伝達 し合いながら
2)組 織 と共有 している目的価値を
3)能 動的に実現していこうとする
状態として定義している。これに従えば、Ramard組 織論の枠組みの中で
組織活性化を議論することができ、背景となる理論に関してかなりすっき
りしたものとなる。
さらに、高橋2)は 次のような2つ の仮定を設定して数理的組織設計論を
展開し、その結果としてこれらの仮説に対応 した組織形態を提示している。
① 各マネー ジャーはある組織的行動 を トップ ・リーダーに推薦す る。
② トップ ・リー ダー とマネージャーは同 じ損失関数 を持 っている。ま
た、環境の状態について主観確率分布を もつな らば、それ らは同 じ
確率分布である。
もし、①を満足するならば、それは 「無関心圏」が小さい能動的な状態
であるため、高橋はこの程度を表すものとして 「無関心度指数」を設定し
ている。「無関心圏」の中では、組織の命令が何であるかについて比較的
無関心にそれを受け入れる。したがって、無関心圏が大きいとい うことは
組織の命令に対 して従順であるが、その反面、受動的で組織の中に受身で
いることを意味 している。そのため、上から言われたことには従 うが、自
分から能動的に問題を見つけて解決 しようとしない。
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反対に、無関心圏が小 さい場合は、よ り頻繁に命令の内容 を反問 した上
で受容するか否かを決めることにな るため、上司に とっては従順な部下 と
い うことではな くなる。 しか し、その過程で上か ら与えられた問題 に部下
の意見が反映 されていくことになる。 したがって、無関心圏が小 さい とい
うことは、上からの指示 ・命令に対 しては従順 とはいえないが、自ら能動
的に問題 を見つ けて、それ を独 自の方法で解決 しよ うとす ることになる
2)。
また、② を満足するな らば、組織 と目的 ・価値 を共有 している状態、す
なわち組織 と 「一体化」 してい る状態 を意味す るため、その度合 として
「一体化度指数」を設定 している。そ して、これ らを2軸 に取 り、図1の1-I
chart(ldentification-Indifferencechart)上 で組織を構成す るメンバー
の特性 を表現 してい る。
図1に おいて、活性化 された組織は無関心度指数が低 く一体化度指数 が
高いタイプ3の メンバーが多い組織であ り、タイプ1は 組織 の命令 に忠実
だがあま り自分から能動的に行動 しようとしない。また、タイプ2は 目的 ・
価値の点では組織 と二線 を画 しているが行動 の点では命令に従 う公務員 タ
イプである。 さらに、タイプ4は 組織的な行動 を期待できないタイプであ
り、高橋の調査 によれ ば日本の企業には少ない2)。
?????
高
低
活性化されたメンバー
タイプ3タ イプ1
問題解決者型 受動的器械型
タイプ4タ イプ2
非貢献者型 疎外労働者型
低 高無 関
心度指数
図1.高 橋の1-Ichart
出典 高橋伸夫:組 織の中の決定理論,朝 倉書店,p.112(1993)
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無 関心度指数 が低 いタイプは、自ら問題 を見つけ解決 しよ うとす るた
め、ネ ッ トワーク型組織(あ るいはマ トリックス型組織)が 可能であ り、
これが高いタイプは上からいわれたことしかや らないため、垂直的な ヒエ
ラル キー ・コン トロール の組織以外 にはとることができない。また、一体
化度指数が高いタイプは計画機能 を権限委譲す ることが可能であ り、低い
タイ プは迷信的学習11)に よ り局所最適 に陥 り易いため、 これ を行 うこと
が困難である。
高橋2)の1-Ichart(図1)に おいて、活性化 された組織はタイプ3の
メンバーが多い組織 であることか ら、タイプ1,2,4の メンバー をタイプ
3に シ フ トさせ ることを 「組織活性化」 と考 える ことができる。その際、
「何によってこのよ うなシフ トを実現 させ るか?」 が問題 となる。 この問題
に関 しては、従 来よ り多 くの理論的考察,実 務的方法が議論 されている
が、それ らに共通す ることは 「メンバーの学習が必要であ る」 とい うこと
である。
組織における学習 に関 して、筆者 らは従来の研究5・16)に おいて、スペ
シャ リス トとしての能力 向上のための専 門的学習,職 場 でのTQC,VE,
VAに 代表 される組織 全体の 目的 ・価値 を共有す るための幅広い参加的学
習 といった 「組織における学習の二面性」を指摘 している。そ して、専門
的学習 と幅広い参加的学習のパフォーマンスの変化を捉えるための概念モ
デル を提案 し、簡単な数値例 によるシ ミュ レー ションを行った結果、次の
ことを確認 している。
① 部門(個 人)最 適方向ベク トルと企業最適方向ベク トルのなす角度
φが小さい場合は、専門的学習に対する 「注意の配分」11)を大きく
すべきである。
② 角度 φが大きい場合は、専門的学習と幅広い参加的学習のバランス
のとれた学習が必要である。特に、幅広い参加的学習への注意の配
分が小さいと、当初、時間の経過にともないパフォーマンスが低下
する 「迷信的学習」11)の傾向(局 所最適に相当する)が み られる。
そ こで、 「組織活性化 にはメンバーの学習が必要である」 とい う基本的
考え方に したがって、上記の 「学習の二面性」 と、1-Ichart上 でタイプ
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1,2,4か らタイプ3へ のシフ トとして示 され る 「組織活性化」 とを対応
づけ ると、次のよ うな関係 を指摘す ることができる。
1)タ イプ1の 活性化
専門的学習によって担当業務に対する関心を高めることが必要であ
る。そ うすることによって、無関心度指数が低 くなり、タイプ1か
らタイプ3へ のシフトが可能 となる。
2)タ イプ2の 活性化
専門的学習によって担当業務に対する関心を高めると同時に、学習
の二面性の概念モデルのφが大きい場合に相当するため、幅広い参
加的学習によって組織全体の目的 ・価値を共有することが必要であ
る。したがって、専門的学習と幅広い参加的学習に対するバランス
のとれた学習を行なうことにより、無関心度指数が低く、一体化度
指数が高くなり、タイプ2か らタイプ3へ のシフ トが可能となる。た
だし、幅広い参加的学習に対する注意の配分が小さいとタイプ4に
陥るため、迷信的学習となる危険性が高い点に注意を要する。
3)タ イプ4の 活性化
幅広い参加的学習によって組織全体の目的 ・価値 を共有す るこ とが
必要である。それによ り、一体化度指数が高 くな り、タイプ4か らタ
イプ3へ のシフ トが可能 となる。ただ し、筆者の提案 している 「組
織活性化のカタス トロフィー ・モデル」17)に よれ ば、タイプ4か ら
タイプ1へ の 「ジャンプ」を起 こす際 に一体化度指数の よ り大 きな
変化 を必要 とす ることにな り、 これ はカタス トロフィー理論 にお け
る 「遅れの規約」に相 当す る。
4情 報化の進展 とITを 活用 した支援によるメン
バーの自働化
現在、組織において情報化の進展はめざましいものがあり、情報の有効
活用が重要な課題 となっている。なぜなら、情報は我々の意思決定や行動
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の基礎 となるものであ り、正確な情報 ・有効な情報 を獲得 ・活用 しているか
否かによってその結果が大き く左右 され るか らである7)。 それ に ともなっ
て、組織のメンバーの高い情報収集能力 ・分析能力が要求 されるようにな
り、職場における情報 リテラシーの重要性 はますます増大 してい る。
一方、最近の情報処理の方向性 は、ダウンサイジング エ ン ドユーザー ・
コンピューティング インターネ ッ ト等の進展によ り、従来の中央集権型
か ら分散型へ と向かっている。 このよ うな情報処理の分散化の方 向性 、お
よび権限委譲,水 平的 コーデ ィネーシ ョンといった組織 の分権化の方向性
をふまえて、筆者 ら12・18・19)は、組織 と情報の活性化のための 「職場 内
コン ピューテ ィング」(OntheJobComputing;OJC)の概念 を提案 し、
このOJCを 介 して組織活性化2)と 情報活性化4)が 相互に深 く依存 し合 う
関係にあることを示唆 している。OJCは 、職場内でPC&LANを 活用 しな
が ら 「眠 った情報」を活性化(情 報活性化)し 、かつ メンバーの 「幅広い
参加的学習」5)を 通 じて組織 と目的 ・価値 を共有化することに より、権限
委譲の際の局所最適を防止 して」非定型的な情報処理に能動的に対応 しよ
うとするものである。す なわち、上司から命令があっては じめて行動する
のではな く、 自分で問題 を見つけ 自分で問題 を解決する能動性(こ れは下
記の 「自働化」に相当す る)と 、情報技術(IT)を 活用 した情報共有によ
る組織 活性化 をね らい としている。 これは、高橋の1-Ichart2)に おいて
活性化 されたメンバーは低い無関心度指数 と高い一体化度指数 を示す とい
う枠組みに沿った考え方であ る。なぜ な ら、上記の能動性が低い無関心度
指数 を、また情報の共有化が高い一体化度指数をもた らすためであ る。
したがって、組織にお けるメンバーの 「自働化」はOJCの 中心に位置
づけられ る概念である。 この 「自働化」は 「自動化」 とまちがえやすいた
め、 しば しば 「ニンベ ンのついたジ ドウカ」 と呼ばれ、JITシ ステ ムにお
いて重視 され る。JITシ ステムでは、機械が単に 「動 く」のではな く、機
械 が自ら不良品や トラブルを認識 して停止す る、すなわち機械が 自ら働 く
ことを 「自働化」 と呼んでいる。単 なる 「自動化」ではこのよ うな場合、
不良品の山を作 って しま うことになるが、 「自働化」 された機械であれ ば
これ を未然に防止することが可能 となる。
一方、機械の自働化 の概念 を組立 ライ ンにおける作業者に拡張 した もの
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として 「もう一つの自働化」20)がある。組立ラインでは加工工程に比較
してどうしても手作業が多くなるため、組立ラインにおいて不良,異 常や
欠品が生 じたならば、作業者が自ら停止ボタンを押 して トラブルを最小
限に抑えることを意図したものである。筆者21)は、この 「もう一つの自
働化」をさらに拡張し、作業者に限定しない 「(人間の)自 働化」の概念
を提示 している。OJCは この自働化をめざすものである。この(人 間の)
自働化は、他人や機械に任せるのではなく、自分で問題を見つけ、自分で
解決するように、人間が能動的な状態になることを意味する。すなわち、
言われたことしかやらないのではなく、常に問題意識,改 善意識を持ちな
がら 「自分で働 く」わけである。そして、めまぐるしく変化する環境や予
期せぬ トラブルに一人一人のメンバーが自律的に対応するのである。これ
は、高橋の1-Icha■t2)に おいて無関心度指数が小さい状態を意味する。
自働化しているメンバーは、常に問題意識を持っているため、現状に満
足せずに改善を考え実行していくことになる。また、トラブルが発生した
場合も他人や他部門に任せて自分では何もしないのではなく、自分からト
ラブルを迅速に解決 しようとする。これに対して、自働化していないメン
バーは、上司か らの指示があるまで自分から行動しようとしない。また、
改善意識に乏しい。さらに、 トラブルに対する処理も他人に任せて自分で
は何もしないことが多い。
したがって、組織において、そして図書館において、(人間の)自 働化
は非常に重要である。また、職場の管理者(と いうよりもここでは 「支援
者」に相当する)は 、実務担当者の自働化を支援すると同時に、自働化し
ている実務担当者の行動を支援する必要がある。それが、組織活性化へと
つながっていくからである。その際に注意すべきことは、「管理」するよ
りも 「支援」するということである。なぜなら、管理の強化は自働化 して
いるメンバーの主体性を低下させる危険性をはらんでいるからである。
管理者は、自働化 しているメンバーがより適切な行動をとることができ
るように、情報提供 と環境整備の両面において彼を支援すべきである。ま
た、自働化 していないメンバーに対しては、心理面と環境面での支援によ
り、自働化への動機づけを行 う必要がある。ただし、支援を行 うものは管
理者のみに限定されるわけではない点に注意を要する。職場の同僚が支
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援 を行 うことも含 まれ ることは当然である。む しろ、水平的 コーデ ィネー
シ ョンに基礎 を置いた分権的な組織特性 を前提 に考える と、同僚 による
支援 の方がそれ に対 して整合的である。 これは、筆者22)の い う 「水平的
OJT」 に相 当す るものである。特に、OJCに 焦点を当てた場 合、ITに 詳
しい者が若手のメンバーに多いことか らも、同僚による支援の重要性が理
解 され る。
このように 「支援」概念が広 く注 目され るよ うになったのは、今か ら30
年 ほどさかのぼった1970年 代のGony&ScottMorton23)による 「構造
的決定システム(SDS;StructuredDecisionSystem)と意思決定支援 シ
ステム(DSS;DecisionSupportSystem)の区分」か らではないか と思
われる。DSSは 、それまでの 「管理」一辺倒の視点を 「支援」にも向け さ
せ る役割を果た したのである。Gorryら によれば、構造的な問題(定 型 的
な業務)に 対 してはSDSが 、また構造化 されていない問題(非 定型的 な
業務)に 対 してはDSSが 適 しているとされ る。 これに関 して、門田24)は
「DSSで は、情報システムは意思決定者 を支援す るにす ぎな くて、情報 シ
ステム自体が 自動的に解 を導 くものではなく、意思決定にあたって人間の
主導性 が不可欠なファクター となっている」 と述べている。
ここで、「意思決定者を支援す るにす ぎない」と述べてい る点は、とて も
興味深い。それ は、「支援」に対す るDSSの 考え方を端的に示 しているた
めである。す なわち、情報 システムによる 「自動化」が理想であるが、構
造化 されない問題ではそれ は難 しいため、意思決定者 の支援に留ま ざるを
得 ないとい う立場である。これは、工場のオー トメーション(FA;Factory
Automation)と 同様のことをオフィスでも実現 しよ うとす るOA(Office
Automation)の 考 え方 と一致す る。言い換 えれば、支援は 自動化 に比べ
て消極的なイ メージの概念であったのである。ここに、本稿で主張する支
援 の概念 との決定的な相違が存在す る。本稿では、支援 を積極的な概念 と
して位置づけよ うとしているのである。
ただ し、近年、OAに 対す る考え方に変化が生 じてきた点に注意する必
要がある。それは、事務 作業の無人化 ・省力化 とい う従来の考 え方か ら、
オフィスにおける 「人間 を中心 とした創造的活動 の支援 」25)と い う考 え
方へのシフ トを意味す る。 このよ うなシフ トによ り、当初 「自動化」をめ
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ざしていたOAに おいても 「支援」が注 目されるよ うになってきたことは
興味深 い。 したがって現在のOAは 、パ ソコンの高性能化やユーザーフ レ
ン ドリー なソフ トウェアの開発 といった技術的ニーズ と、環境の変化や ト
ラブルへの迅速 かつ柔軟な対応 といったユー ザーニーズの有機 的統合25)
を 目ざす もの として位置づ けられ る。
一方、DSSは といえぱ、それが非構造的問題(非 定型的業務)へ の対
応 をめざ したシステムであ るがゆえに、皮肉にも非構造的問題 への対応
の難 しさによ りしだいにその限界 を示す こととなった。それ に ともない、
DSS構 築やDSS研 究は一時期 に比較 して停滞 しているといわざるを得な
い状況にある。そ して、SIS,CIM等 の新 しい情報 システムが提案 されて
いった。
しか し、情報 システムと してのDSSは 停滞 していて も、管理のみ なら
ず 「支援」に対 しても目を向けよ うとい う認識 は必ず しも停滞 しているわ
けではない もの と考 えられる。それ は、組織において管理のみでは実務担
当者の主体的 ・能動的な行動 を期待す ることはむずか しく、支援 によって
これが達成 され るのではないか とい う考え方を意味す る。以下では、DSS
によ り注 目され始めた 「支援」の概念を、DSSと は異なった積極的な立場
か ら論 じてい くことにす る。
5日 本の組織における管理者の リーダーシップと
支援
従来 より、職場の管理者の リーダーシップに関する研究は数多く行われて
いるが、日本における最 も代表的な研究は三隅のPM理 論26)で あろ う。PM
理論では、リーダーシップのスタイルを目標達成機能(P機 能;Performance
)と 集団維持機能(M機 能;Maintenance)の 二面 から捉え、 これ らの大
小の組み合わせ によって4つ のタイプに類型化 している。 これに したがえ
ば、 日本のニ コポ ン的労務管理 は、不明確 なP機 能 と、 「感情の共有」27)
によるM機 能の発揮の両面を併せ持つことになる。このような 日本の組織
運営スタイルは、明 らかにアメリカ とは異なったものである。それは、「管
理」のみではかたづ けられないこ とを意味 し、明確 な計画の提示によるP
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機能の発揮ではなく、メンバーに対する側面からの 「支援」に相当する。
また、日本ではマニュアル通 りの行動を低く評価する傾向がある。この
ことは、マクドナル ドのアルバイ トのマニュアル通 りの接客を 「単なる決
められたことだけの行動」として批判する声が多いことにも表れている。
その背景には、「人間は機械 とは違う」,「自分で考えて行動 しなければ働い
ている意味がない」とい う考え方があるものと考えられる。 したがって、
管理部門や管理者が詳細まですべてを計画 ・指示し、実務担当者は計画通
りに実行するだけという業務プロセスは日本の組織にな じまないことが
多い。
その結果として、担当者への権限委譲,水 平的コーディネーション,不
明確な責任の所在等、コン トロール色の弱い組織特性が形成されてきた。
このような組織特性は、不明確な責任の所在を除けば、アメリカ企業が リ
エンジニアリングにおいて組織の抜本的改革 として取り組んできた特性に
近いものである。 したがって、今から日本の組織においてコン トロールを
強化することは、すでに定着している権限委譲,マ ニュアル通 りの対応を
嫌 う感情,近 年志向されている組織と情報処理の分権化の方向性、すべて
について得策ではないものと考えられる。
それでは、管理者が職場のパフォーマンスを高めるためにはどうしたら
良いのであろうか?そ の回答は 「支援」にあるように思われる。すなわち、
管理の強化ではなく、支援の強化によって、実務担当者の主体性 ・能動性
を維持または向上させながら、より水準の高い行動へと導くのである。管
理の強化は、自働化 しているメンバーの主体性を低下させる危険性をはら
んでいる。従来の日本のニコポン的労務管理を肯定しようとい うものでは
ないが、今後の管理者は、情報提供面での支援(情 報の共有化)に より職
場のP機 能を高め、職場環境面での支援(感 情の共有化)に よりM機 能
を高めることが要求されるものと考えられる。
6組 織における人的資源の管理と支援
組織における 「管理」の重要性を、広く一般に認識 させたのはテーラー
の科学的管理法であろう。テーラーは、計画機能と実行機能を分離 させ、
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新たに計画部門を設置 した。それ まで、作業者のその日の気分に左右 され
がちであった生産量を、計画部門があらか じめ科学的な見地か ら計画 し、
この計画を確実に達成するよ う進捗状況を 「管理」 したのである。 これに
より、計画部門や職場の管理者に よる実行部門や実務担当者への管理が広
く定着 していった。そ して、組織における管理の重要性が高まるとともに、
管理の専門化が進んだ。
さらに、フォー ドはコンベア ・システムによって管理を物理的にシステ
ム化 した。すなわち、計画部門が作成 した計画 にコンベ アのス ピー ドを合
わせ るこ とに より、計画が確実に達成 され るよ うに したのである。 また、
3S(単 純化,専 門化,標 準化)に よ り、職務領域を明確化 し、組織におけ
る分業体制 に基づ く 「管理」を徹底 した。フォー ド・システムでは、価値
を生まない運搬工程か ら作業者を開放す ることにより、価値を生む加工工
程 に作業者 を専念 させ るよ うに したこ とと同時に、上記 の計画を確実 に
達成するための 「管理 システム」の構築に重要な意義 を見出す ことができ
る。これは、コンベアが一定の速度で流れ ることによ り安定 した生産が可
能 とな り、作業者 の気分に生産が左右 され なくなることを意味する。そ し
て、生産計画の信頼性の向上に大きく寄与 した。
テーラーや フォー ドにおける管理の効率的スタイル は、青木28)の い う
「垂直的 ヒエラル キー ・コン トロール」であ り、 これ はファヨル の経営管
理の考え方 と一致す る。ここで、垂直的 ヒエラルキー ・コン トロールが効
率的であるのは、組織のtr㏄ 構造が グラフ理論にお ける 「点(メ ンバー)
を固定 した もとでの極小な連結 グラフ」29)で あるためである。すなわち、
すべての点に到達可能なグラフ(連 結グラフ)の 中で、最 もパスの少 ない
グラフとなってい るわけである。
しか し、企業環境 が安定的で大量生産 ・大量消費が通用 していた時代に
はフォー ド・システム、そ して垂直的 ヒエラル キー ・コン トロールが効率
的であったが、現在め ように企業環境 の不確実性が高く、製品の ライ フサ
イ クル が短 い時代には必ず しもこれ が効率的 とはいえな くなってきてい
る。大量生産はデ ッ ドス トックをもたら し、垂直的 ヒエラルキー ・コン ト
ロールは環境の変化に対す るアジルな対応 を困難 に しているのである。そ
こで、JITシ ステム(ジ ャス トインタイム生産方式,ト ヨタ生産方式,か
一58一
んばん方式)、 そ して能動的に行動す る実務担当者への権限委譲 による水
平的 コーディネーシ ョン28)が 注 目されるよ うになった。
このように、テー ラーの科学的管理法以来、組織では3M+1の 経営資源
をいかに 「管理」 し、効率的な活動 を展開す るかに高い関心が寄せ られて
きたが、ここにきて 「管理」の発展 は、組織の効率性 を高めた一方で、と
もすれ ば管理 され る実務担 当者 め主体性あ るいは自律性 の低 下をもた ら
す とい う懸念 を生む よ うになった。それに ともない、近年、担当者の主体
性 ・能動性 を前提 としたアプローチ として、 「支援」の概念が注 目され始
めている。
一方、 日本の組織特性に 目を向けてみると、管理部門や管理者か ら実務
担当者への意思決定機能の権限委譲そ してエ ンパ ワーメン ト6,3[)が 一つ
の特徴 となってお り、これによ り環境 の変化や トラブルに迅速かつ柔軟に
対応す るといわれ る28・31)。このことは、管理者が果たす機能 を相対的に
「control」から 「support」 に近づけていることを意味する。前述のニコポ
ン的な行動はとれ を具体的に表 してお り、心理面や職場環境面で担当者を
「支援」 している。
組織における実務担当者への権限委譲,エ ンパ ワーメン トとそれに基づ
く担 当者 の主体的な対応は、高橋の1-lchart2)に おける 「無関心度指数
の低い状態」に相 当する。そのため、垂直的 ヒエラルキー ・コン トロール
の拘束力は弱 く、実務担 当者への権限委譲 による水 平的 コーディネー ショ
ンの果たす役割が相対的 に大きい。これ は、長期的勤続傾向を前提に した
ジョブ ローテーシ ョンと実務担 当者の幅広い参加的学習が、権 限委譲の際
の局所最適の追求を防止 しているためである。 ジョブローテーシ ョン と幅
広い参加的学習は、実務担当者の視野 を広げ、局所的な情報による意思決
定か ら、組織全体 と目的 ・価値を共有 したもとでの意思決定へ と実務担当
者を導 く。これ は、高橋の1-Ichartに おける 「一体化度指数の高い状態」
に相当す る0
これ らの ことは、高橋の1-Ichartに おいて低い無関心度指数(能 動
性)と 高い一体化度指数(組 織 との一体化)が 活性化 されたメンバーを意
味す るため、組織活性化につながる特性である。 したがって、職場の管理
者に とって、実務担当者の主体性 ・能動性を低下 させないよ うに配慮 しな
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がら、組織のベク トルに個人のベク トルを近づけることが課題となる。従
来、これは 「管理」の問題として位置づけられていた。しか し、組織のベ
ク トルに個人のベク トルを近づけるために管理を強化することは、実務担
当者、特に 「自働化」している者の主体性を低下させる危険をはらんでい
る。管理者が具体的な指示 ・命令を提示 し、実務担当者がその通りに実行
するように管理を行 うことは、受動的なスタンス(高 い無関心度指数)へ
と実務担当者を導きやすい。さらに、日本では、マニュアル通 りに言われ
たことを言われた通りに行 うことを嫌 う傾向があるため、管理の強化は不
満を生じさせる要因ともなる。
そこで、管理者は実務担当者の主体的な行動を 「支援」(support)す る
のである。その際、管理者はどのような支援を行 うべきなのだろうか?こ
の問題については、広い意味での組織活性化、ここでは職場活性化との関
連で考えることができる。それは、低い無関心度指数と高い一体化度指数
を達成するための支援である。
まず、低い無関心度指数を達成するための支援であるが、これは、権限
委譲を行っても実務担当者が主体的 ・能動的に行動する方向への支援を意
味する。そのためには、心理面と職場環境面での支援が必要であると考え
られる。心理面での支援により、管理者と実務担当者が理解 しあい、「いつ
でも上司が支援してくれている」という安心感を持つことは、実務担当者
の能動性を高める。また、職場内の協力関係,適 度な競争関係,主 体性の
尊重等の雰囲気づ くり、そして他部門や トップとのスムーズな関係の維持
といった職場環境面での支援 も、実務担当者の主体的 ・能動的対応を行い
やすいものにする。さらに、実務担当者が働きやすいように物理的環境を
整備するとい う支援もこれと同様である。特に近年のITの 発達にともな
うエンドユーザー ・コンピューティング(EUC)の 進展により、情報環境
の整備の側面での管理者の支援は必須のものとなっている。このことは、
職場内でのPC&LANの 活用により実務担当者が非定型的な業務 ・情報処
理に能動的に対応するという意味において、前述の 「OJC」の考え方 と一
致する。
次に、高い一体化度指数を達成するための支援について考えてみると、
これは、権限委譲の際の局所最適を防止するための支援として位置づける
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ことができる。局所最適の追求は、局所的な情報を基に意思決定を行 うた
めに生じるものであって、組織全体で共有した情報を基に意思決定を行 う
とすれば、それは生じない可能性が高い。したがって、管理者は幅広い視
点からの情報提供 という支援を行 うことが必要となる。なぜなら、個々の
実務担当者よりも管理者はより広範囲の情報を入手しやすい立場にあるか
らである。近年、企業において 「情報の共有化」に対する関心が高まって
いるのはこのためであり、それにともないLAN,WAN,イ ンターネット,
イン トラネ ット等の情報ネッ トワークの整備 ・活用が急速に進んでいる。
これに関 して トー マス ・マローンは 「従来のヒエラルキー構造の組織は情
報不足の時代に作られたものであり、情報ネットワークが整備され組織全
体に豊富な情報が行き渡れば、組織自体も個人を結んだネットワーク型に
変えるべきである」としている32)。
以上のような考え方に基づいて、筆者33)は 日本の組織特性に対する 「支
援」概念の二重の適合性を指摘している。ここでいう二重の適合性 とは、
① 実務担当者の主体的 ・能動的行動に対する心理面 ・職場環壌面での
支援
② 実務担当者への権限委譲の際の局所最適を防止するための情報提供
面での支援
を意味する。これらは、管理部門や管理者から実務担当者への 「権限委譲」
による分権的な業務プロセスに日本の組織の特徴があるという考え方に根
ざしており、日本における水平的コーディネーション中心の組織特性の基
盤となるものである。
さらに 「二重に適合的」であることは、三隅のPM理 論26)と対応づけ
て考えてみると、リーダーシップの2つ の機能(P機 能,M機 能)が とも
に日本の組織では 「支援」中心であることを意味している。すなわち、権
限委譲の際の局所最適を防止して組織全体がめざす方向でパフォーマンス
を発揮させるために幅広い情報を提供するとい う支援はP機 能に相当し、
実務担当者の主体性 ・能動性を基礎とした水平的コーディネーションに対
する心理面 ・職場環境面での支援はM機 能に相当する。 これは、日本の
組織において職場の管理者の発揮するリー ダーシップが、管理よりも支援
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の色合いの濃いものであることを示しており、不明確な計画提示,不 明確
な責任の所在とい うネガティブな側面と、実務担当者の主体的 ・能動的な
行動 環境の変化や トラブルへの迅速かつ柔軟な対応 というポジティブな
側面の両面において表れている。
さらに、高橋の1-Idlart2)に おいて、①の心理面 ・職場環境面での支
援は無関心度指数を低め、②の情報提供は一体化度指数を高める役割を果
たすことは前述の通りである。これより、上記の 「日本の組織特性に対す
る支援概念の二重の適合性」は、PM理 論,1-Ichartの それぞれ2つ の
軸と対応づけられ、日本における管理者のリーダーシップ 組織活性化を
捉える際の枠組みにもなりうるものであることがわかる。
しか し、今まで 「支援」の概念は 「管理」に比較 してあまり表面に表れ
てこなかった。それは、テーラー,フ ォー ド以来、管理中心の考え方が定
着してきたこと、また日本よりも管理が徹底 しているアメリカを軸 として
経営学,経 営工学,組 織諸等の研究が進められてきたことに起因している
ものと考えられる。すなわち、日本に焦点を据えたアプローチではなかっ
たのである。それでも 「支援」概念の位置づけが高まっていくであろうこ
とは、アメリカをはじめとする欧米における組織,情 報システムの両面で
の分権化の方向性と、日本企業の組織特性に対する 「支援」概念の二重の
適合性を考えれば、容易に理解される。
7図 書館における二段階の管理 一支援モデル
『
ここまでの議論をふまえると、従来の管理一辺倒であった視点を支援に
も振 り向けることにより、管理と支援の共存を図る必要があることがわか
る。なぜなら、組織において定型的業務の効率化には 「管理」が適 してい
るが、非定型的業務を中心とした創造的活動には 「支援」が適 しているか
らである。さらに、図書館に焦点を当てると、このような管理 と支援の対
象を、図書館の組織内部のみならず利用者にも拡大することができる。
これにより、図書館では 「管理者(支 援者)⇔ 担当者⇔利用者」とい
う二段階の関係を視野に入れることになると同時に、これが一般企業に対
する図書館の特徴を表すものであることが見えてくる。そこで本稿では、
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図書館における管理と支援の位置づけをこのような二段階のプロセスと
して捉えることにし、図2に 示す 「二段階の管理一支援モデル」を提案する。
ロ
管 理 者1(支 援 者)
暫
①
管理 ③ ④ 支援
②
実 務 担 当 者
管理 支援一
図2.本 研究で提案する 「図書館における二段階の管理 一支援モデル」
このモデルにおいて、上記の三者(管 理者,担 当者,利 用者)の 「主た
る関係」は、次のよ うな①管理&管 理,② 支援&支 援である。
① 管理&管 理:管 理者が実務担当者を管理 し、実務担当者が利用者を
管理する
② 支援&支 援:管 理者(支 援者)が 実務担当者を支援 し、実務担当者
が利用者を支援する
ここで、これらが 「主たる関係」であるのは、管理は管理を生みやすく、
支援は支援を生みやすいためである。もう少 し詳 しくいえば、まず①につ
いては、利用者を管理しようとする意識の強い図書館では管理者と実務担
当者の関係も管理中心になり、また管理者によってきび しく管理されてい
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る担当者は利用者を管理 しようとするようになることを意味する。また②
については、利用者を支援 しようとする意識の強い図書館では、利用者を
支援する実務担当者を管理者は支援するであろうし、管理者が日頃、実務
担当者の主体的行動を支援しているとすれば、担当者も利用者を支援する
ようになるであろうということである。すなわち、組織内の関係が利用者
との関係にも反映し、利用者に対するスタンスが組織内でも反映されるの
である。
これらの関係から、対利用者へのサービスという観点において、組織内
でも実務担当者に対する 「支援」を重視すべきことがわかる。なぜなら、
組織内での実務担当者への支援中心の考え方は利用者に対しても反映する
からである。また、図書館のサー ビスの本質は、利用者に対する支援であ
り、利用者を管理することではないからである。
しかし、これは理想的な状態を前提とした基本的なスタンスであって、
すべての場面を支援で乗り切ることは現実には不可能である。なぜなら、
図書館の中で騒いで周囲に迷惑をかけたり、期限が過ぎても借 りた本を返
却しない利用者や、自己の職責を果たさない実務担 当者もいるからであ
る。これらの行動に対しては、マナーやルール等の情報提供面での支援が
必要であるが、それだけでは現実には不十分であり、やはり 「管理」が必
要となる。管理によってこれ らの問題をすべて解決することができるわけ
ではないが、図書館が快適な空間を維持 し、より良いサービスを提供する
ためには、管理も利用者や実務担当者に対する大切なアプローチの一つな
のである。
このことは、我々の主張する 「管理 と支援の共存」33・34)を意味する。
組織において、もちろん図書館においても、管理が必要な場面、支援が必
要な場面がそれぞれ存在する。そこで、管理 と支援の共存を前提 とする
と、上記の① と②の他に次のような2つ のアプローチ(③ と④)を 指摘す
ることができる。
③ 管理→ 支援:実 務担当者による利用者への支援を管理者が管理する
④ 支援→ 管理:実 務担当者による利用者への管理を管理者が支援する
③ と④の2つ のアプローチを選択肢 として加 えることにより、上記の よ
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うな図書館の現実の状況下においても、① の 「管理&管 理」による管理の
強化を回避す ることが可能 となる。それは、管理の必要な場面においては
管理を行 うが、支援 と組合せ ることによ り、垂直的 ヒエラルキー ・コン ト
ロール色の濃い 「堅 い組織(tightlycoupledsystem)」9)を 避 け、水平的
コーディネーシ ョン中心の 「柔 らかい組織(looselycoupledsystem)」9)
をできる限 りめざそ うとする考え方を意味する。そ して、メンバーの自働
化 を支援す ると同時に、自働化 され たメンバー を支援するのである。
その際にITの 活用 による 「情報の共有化」が、権限委譲の際の局所最
適 を防止する点において重要な役割 を果たすこ とは前述の通 りである。特
に、図書 とい う情報の提供 を主たるサー ビス とする図書館においては、こ
のよ うな役割 が大きい。 これは、職場内コンピューティング(OJC)の 考
え方 と一致す る。 さらに、「二段階の管理 一 支援モデル」に沿って考える
と、図書館 においてITの 活用に よる実務担 当者 の 自働 化を支援す ること
に加 えて、利用者の 自働化 を支援す ることの重要性 を理解す ることができ
る。 ただ し、図書館 におけるOJCで は、図書館員 のみな らず利用者 もそ
の対象に含めることになるため、職場内 コンピューテ ィングは、利用者 も
その対象に含 めた 「図書館内コンピューティング」 とい う疑念に拡張 され
る。 このよ うな視点は、現在 の情報化社会における図書館の役割 を考える
上で重要な課題 となるものと考え られ るので、機会があればこれ に関 して
詳 しく論 じてみたい。
8二 段階の支援による図書館の活性化
ここでは、前節の提案モデルの枠組みに したがって、二段階の支援 と図
書館の活性化の関係 について検討 してい くことにす る。
高橋の1-Ichart2)に よれば組織活性化 とは、前述の よ うに、a)無 関
心度指数 を低め、b)一 体化度指数を高 めることとなる。 さらに、これ ら
の条件を本研究の二段階モデルの枠組みの中で捉 えるとすれ ば、組織のメ
ンバー(図 書館員)と 利用者 の両者がその対象 となる。
まず、a)に 関 していえば、両者が ともに自ら能動的に問題を見つけ解
決 しようとすることが必要であ り、これ は筆者のい う(人 間の)自 働化21)
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に相当する。そのためには、組織のメンバー(図 書館員)と 利用者の自働
化を支援 し、かつ自働化された両者を支援することが大切である。なぜな
ら、前述のように主体的に行動する、自働化された人間に対 して管理を強
化することは、主体性の低下や不満をもたらす危険性が高いからである。
そこで、6節 で述べたように、相互の信頼関係を前提 とした心理面での支
援 と、主体的な問題探索 ・問題解決を行いやすくするような職場環境面
(特に、情報環境面)で の支援が必要となるのである。また、これが管理者
(支援者)と 実務担当者との関係、および実務担当者と利用者 との関係の
両方に当てはまることは、本研究の提案モデルの表す重要な示唆である。
次に、b)に ついてであるが、図書館において一体化度指数を高めるこ
とは、図書館の目的 ・価値という情報を共有することとして捉えることが
できる。これは、「局所最適は局所的な情報に基づいた行動によって生じ
るのであり、組織(図 書館)全 体に共有された幅広い情報に基づいた行動
は全体最適につながる」という考え方に根ざしている。そこで、情報提供
面での支援により、実務担当者や利用者の主体的 ・自律的行動に任せて両
者をコン トロール しなくても、他人に迷惑をかけることなく図書館の有効
利用に貢献するように両者を導くことが必要である。このことは、権限委
譲,エ ンパワーメン トにおける局所最適の防止のための支援を意味する。
一方、このような情報提供面での支援は、現在の情報化社会において
IT、特に情報ネ ットワークの活用を必須の条件としている。さらに、本研
究の二段階モデルにしたがい図書館の利用者をその対象に含めて考えた場
合、利用者は組織内部者(図 書館員)に 比較して時間的 ・空間的制約が大
きいため、情報ネットワークの果たす役割がより大きいものとなることが
わかる。これに、a)に おける情報環境面での支援を加味すると、a)とb)
の両面にわたってITの 位置づけが大きいものとなっていることを示唆す
ることができる。
以上の議論に基づき、図書館の活性化について考えてみると、日本の組
織特性に対する 「支援」概念の二重の適合性 と同様に、心理面 ・環境面で
の支援 と情報提供面での支援が、それぞれ無関心度指数を低め、一体化度
指数を高める働きを持つことがわかる。図書館においては、本研究の二段
階モデルが示唆するように、図書館員のみならず利用者の活性化も重要な
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視点となるため、「利用者に対する支援」が一般の組織との対比において
特徴的である。このことは、図書館の活性化において、管理者(支 援者)
が組織内で実務担当者を支援すると同時に、担当者が利用者を支援す る
とい う、二段階の支援(② 支援&支 援)の 必要性を意味するものである。
また、「二段階の支援」が図書館の活性化をもたらす要因となることを示
唆するものである。逆に、もう一つの主たるアプローチたる二段階の管理
(①管理&管 理)は 、実務担当者と利用者のそれぞれを受け身のスタンス
に導きやすく、かつ担当者に対する(第1段 階の)管 理が利用者に対する
(第2段 階の)管 理を強化 しやすいということから、得策でないことがわ
かる。
したがって、二段階の支援(② 支援&支 援)が 図書館の活性化にとって
望ましいアプローチであ り、これに現実問題としての管理の必要性を加味
すると、③管理→支援,④ 支援 → 管理を視野に入れるべきことがわかる。
すなわち、② 支援&支 援を基本として、状況によって③管理→ 支援 ④
支援→管理の対応を行い、①管理&管 理のアプローチはできるだけ避け
るべきであるということになる。言い換えれば、「管理と支援の共存」は
③ と④を選択肢に加えることを意味する。これにより、図書館員と利用者
がともに、受け身のスタンスではなく、主体的に図書館の快適な空間の維
持と有効利用を図るようになることが期待される。
9お わ りに
本稿では、支援学,組 織活性化,情 報活性化,組 織における学習に関す
る従来の研究を基礎にして、組織、特に図書館における 「支援」の重要性
に注目しながら、管理と支援の共存について検討 した。そして、管理と支
援の対象を、組織内部のみならず利用者にまで拡張することにより、新た
に 「図書館における二段階の管理 一支援モデル」を提案 した。このモデル
により、図書館において管理者(支 援者)が 実務担当者を管理 ・支援 し、
その実務担当者が利用者を管理 ・支援するとい う 「二段階の管理 と支援」
を表現すると同時に、実務担当者に対する管理が利用者に対する管理の意
識を生みやすく、同様に前者への支援が後者への支援に結びつくことを示
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唆した。
さらに、提案モデルの枠組みにしたがって、図書館における両者(実 務
担当者 と利用者)へ の支援と組織活性化との関係について検討 し、二段階
の支援が図書館の活性化をもたらす という視点を提示 した。その意味か
ら、二段階の支援(支 援&;支援)が 図書館の活性化にとって望ましいアプ
ローチであり、これに現実問題 としての管理の必要性を加味すると、管理
→支援,支 援→ 管理を視野に入れるべきであることを指摘 した。また、
二段階の支援による組織活性化の過程 において、ITの 位置づけがより大
きいものとなっていくことを示唆 した。
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